10　インフラストラクチャー研究所

1. インフラストラクチャー研究所の予算
予算：44,165,000円
2. 主な活動の記録
(1) 知的所有権の研究

当研究所においては、平成13年度に「知的所有権研究会」を設置し、これまで建設コンサルタント業務と著作権の関わりについて検討を重ねるとともに、協会会員の著作権に対する認識の共有化を図るための支部勉強会等を行ってきた。

平成18年度は、これまでの成果を集大成し、建設コンサルタント技術者のための知的所有権に関する解説書「建設コンサルタントと著作権」の編集・発行を行った。
(2) 技術者資格システム（EQS）の研究

学識経験者の参画のもとに研究会を4回開催し、今後の建設コンサルタント技術者の新しい分野における資格のあり方の一環として、「地域経営」に求められる能力･知識について研究した。
地域経営セミナーを8月22日～8月26日の5日間、新潟県佐渡市に滞在して開催した（参加者数50人）。地域（住民、NPO、行政）の方々を交えて地域の活性化へ向けた課題を議論し、最終日には成果を佐渡市民の方々へ提案した。

また、セミナーを補完するため、地域づくり・まちづくりに関わっていく上で必要な基本的知識・概念の習得を目的とする地域経営学講座を2回開催した（参加者数79人）。

(3) 継続教育制度の研究

CPD制度の充実・活用促進に向け、実施されているCPDプログラムの分析や実際の活用状況を踏まえて、技術者への継続的な研鑽の必要性や幅広い活用の促進について研究を行った。

また、技術者の習熟度に応じた研鑽のあり方や不足している教育分野の充実について、実際の事例調査を行った。
CPD制度の円滑な運用を図るため、必要に応じて講習会等を開催した。新たにCPD委員会
内に設置された専門委員会に参加し、過年度のCPDプログラムの情報を提供するとともに、プログラムの調整等を行った。
(4) 瑕疵担保責任等に関する研究

瑕疵担保責任に関する資料の収集整理等を行った。また、これに関連して平成17年度に設置した「契約約款研究会」において、現在の契約約款に対する意識や考え方、問題点を把握するため、会員企業を対象に瑕疵担保責任、著作権、再委託等に関するアンケート調査を実施した。その結果等を踏まえて、学識経験者を交えて契約約款の改訂に向けての検討を行った。

(5) 社会資本整備に関する研究

社会資本整備を推進することの重要性と、建設コンサルタントの役割について広く国民に伝えることを目的に、企画委員会と協働で社会資本整備に関する一般市民向けリーフレット原案の制作に携わった。今年度は「生命を守る」のシリーズテーマのもと、『大雨・洪水』『地震』『土砂災害』『交通事故』の４種類を制作した。
(6) 「業務研究発表会」の開催

7月27日にインフラストラクチャー研究会と共催で「業務研究発表会」を開催した（発表件数24件、参加者数260人）。

3. 次年度の活動について

・技術者資格システム(EQS)研究会のH17,H18の成果のとりまとめ

・まちづくりに必要な知識･概念の習得を目的とした地域経営学講座の開催
・契約約款の改定に向けての検討と講演会等の啓発活動の実施
・社会資本整備のあり方に関する研究の継続および新たなプロジェクトの発掘・構築

（インフラストラクチャー研究所　山本　和史）






